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司法書士／駒澤大学  田沼 浩 

 
 「レーヒ・スミス米国特許法」（特徴のつづき） 

 また、先発明者主義のための制度である「インターフェアランス」が廃止された。元々

インターフェアランスは発明者が最初に発明した者を保護するため、先に発明した者が

米国特許庁（USPTO）の審査部への審査請求または連邦裁判所への裁判によって行使

された。インターフェアランスは、最初に発明した者を保護するための制度であり、そ

れは最初に発明という着想を有すること、その発想を実施化すること、そして誠実に実

用化のために努力を継続によって認められているものである。着想や実施を証明する代

表的な方法はラボノートである。研究の進行状況や結果を記録（レコードキーピング）

することで証明できる。 
インターフェアンスが廃止されても、冒認出願を防ぐため、新たに、発明者由来手続

きが導入された（135 条）。135 条は最初に発明したか（先発明）を問う制度ではなく、

出願した者が真の発明者であるかを問うものである。冒認出願された場合に、1 年間と

いう期間の間に民事非訟を起こすことができる（291 条）。これは 102 条の新規性の例

外であるグレースピリオド制（猶予期間）のための規定であり、新たな先発表者主義が

導入されたことを示すものである。 

次号から実務面から考える必要から、インターフェアレンスに対するための準備とし

て作成され、現在でもアメリカの特許実務で使われているラボノートについて記述した

い。 
その後、「レーヒ・スミス米国特許法」の目玉であるグレースピリオド制と先使用の

拡大について述べるものとする。 
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